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はじめに

　本書は、社会保険労務士試験の合格水準に到達するために覚えておき
たい重要事項を整理し、知識の定着を促すことを目的として編集したも
のです。
　学習が進むほど科目内または科目間の類似事項により頭の中が混乱
し、点数が伸び悩むといったことは多くの受験者が直面する壁の１つだ
と思われます。
　また、学習範囲の中には各法律をまたがったいくつもの共通事項があ
り、それらを個別に覚えるには必要以上の時間を要することとなります。
このことから、社会保険労務士試験を効率的に攻略していくためには、

①　類似事項を整理し、頭の中の混乱を解消すること
②　共通事項はまとめて覚え、無駄な時間を削ること

　これらが不可欠です。本書を活用することにより、「重要事項の整理」、
「理解の促進」、「効率的な学習」が可能となっていくでしょう。

本書の特色

1．全科目の類似事項・共通事項をこの1冊で学べます
社会保険労務士試験の学習範囲は非常に広いものですが、本書１冊
で全科目の類似事項・共通事項の横断整理をすることができます。

2．重要事項の学習に役立ちます
本書では、試験を突破するために覚えておきたい重要なキーワード
を強調して表示しています。頭の中を整理した上で、重要事項をマ
スターする際に役立ちます。

3．コンパクトで学習する場所を選びません
開発者一同がこだわった点の１つです。「いつでも」「どこでも」「疑
問が生じたその時に」本書を開き、横断整理をすることで、学習効
果はより高いものとなるでしょう。小さく・薄く・軽い本書の中に
は試験突破に必要な事項が凝縮して盛り込んであります。

2013年12月
TAC社会保険労務士講座
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1目　的
法　規 目的等

労基法

⑴　労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営むための必要を
充たすべきものでなければならない

⑵　労働基準法で定める労働条件の基準は最低のものであるから、
労働関係の当事者は、この基準を理由として労働条件を低下させ
てはならないことはもとより、その向上を図るように努めなけれ
ばならない

安衛法

労働安全衛生法は、労働基準法と相まって、
　労働災害防止のための①危害防止基準の確立、②責任体制の明確
化及び③自主的活動の促進の措置を講ずる等その防止に関する総
合的計画的な対策を推進することにより

⇩
　職場における労働者の安全と健康を確保するとともに、
　快適な職場環境の形成を促進する
ことを目的とする

労災法

労働者災害補償保険は、
①　業務上の事由又は通勤による労働者の負傷、疾病、障害、死
亡等に対して迅速かつ公正な保護をするため、必要な保険給付
を行い

②　あわせて、業務上の事由又は通勤により負傷し、又は疾病に
かかった労働者の社会復帰の促進、当該労働者及びその遺族の
援護、労働者の安全及び衛生の確保等を図り、

もって労働者の福祉の増進に寄与することを目的とする

雇保法

雇用保険は、
①　労働者が失業した場合及び労働者について雇用の継続が困難
となる事由が生じた場合に必要な給付を行う

ほか
②　労働者が自ら職業に関する教育訓練を受けた場合に必要な給
付を行うことにより

⇩
労働者の生活及び雇用の安定を図るとともに、求職活動を容易
にする等その就職を促進する

③　あわせて、労働者の職業の安定に資するため、失業の予防、
雇用状態の是正及び雇用機会の増大、労働者の能力の開発及び
向上その他労働者の福祉の増進を図る

ことを目的とする

2



法　規 目的等

徴収法

労働保険の保険料の徴収等に関する法律は、労働保険の事業の効率
的な運営を図るため、以下のことに関し必要な事項を定めるものと
する
①　労働保険の保険関係の成立及び消滅
②　労働保険料の納付の手続
③　労働保険事務組合等

健保法

健康保険法は、
　労働者又はその被扶養者の業務災害以外の疾病、負傷若しくは
死亡又は出産に関して保険給付を行い、もって国民の生活の安
定と福祉の向上に寄与すること

を目的とする

国年法

⑴　国民年金制度は、
日本国憲法第25条第2項（注）に規定する理念に基づき、老齢、
障害又は死亡によって国民生活の安定がそこなわれることを
国民の共同連帯によって防止し、もって健全な国民生活の維
持及び向上に寄与すること

　を目的とする
（注）日本国憲法第25条第2項
国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び
公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない

⑵　国民年金は、⑴の目的を達成するため、国民の老齢、障害又は
死亡に関して必要な給付を行うものとする

厚年法

厚生年金保険法は、
①　労働者の老齢、障害又は死亡について保険給付を行い、労働
者及びその遺族の生活の安定と福祉の向上に寄与することを目
的とし、

②　あわせて、厚生年金基金がその加入員に対して行う給付に関
して必要な事項を定める

1
共
通
項
目
（
適
用
等
）
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法　規 目　　的

労組法

労働組合法は、以下のことを目的とする
①　労働者が使用者との交渉において対等の立場に立つことを促
進することにより労働者の地位を向上させること

②　労働者がその労働条件について交渉するために自ら代表者を
選出することその他の団体行動を行うために自主的に労働組合
を組織し、団結することを擁護すること

③　使用者と労働者との関係を規制する労働協約を締結するため
の団体交渉をすること及びその手続を助成すること

個別　
紛争法

個別労働関係紛争解決促進法は、
個別労働関係紛争（注）について、あっせんの制度を設けること
等により

　　　　　　　　　　　　⇩
その実情に即した迅速かつ適正な紛争の解決を図ることを目的
とする

（注）個別労働関係紛争…�労働条件その他労働関係に関する事項につ
いての個々の労働者と事業主との間の紛
争（労働者の募集及び採用に関する事項に
ついての個々の求職者と事業主との間の
紛争を含む）

労契法

労働契約法は、
労働者及び使用者の自主的な交渉の下で、労働契約が合意により
成立し、又は変更されるという合意の原則その他労働契約に関す
る基本的事項を定めることにより、合理的な労働条件の決定又は
変更が円滑に行われるようにすることを通じて、労働者の保護を
図りつつ、個別の労働関係の安定に資する

ことを目的とする

最賃法

最低賃金法は、
賃金の低廉な労働者について、賃金の最低額を保障することに
より労働条件の改善を図り

　　　　　　　　　　　　⇩もって
①�　労働者の生活の安定、労働力の質的向上及び事業の公正な
競争の確保に資する

②　国民経済の健全な発展に寄与する
ことを目的とする

4



法　規 目的等

雇対法

雇用対策法は、
国が、少子高齢化による人口構造の変化等の経済社会情勢の変
化に対応して、雇用に関し、その政策全般にわたり、必要な施
策を総合的に講ずることにより
　　　　　　　　　↓　　　　　　　　　　　↓
労働市場の機能が適切に発揮され、労働力の需給が質量両面に
わたり均衡することを促進して
　　　　　　　　　↓　　　　　　　　　　　↓
労働者がその有する能力を有効に発揮することができるように
する
　　　　　　　　　　　⇩これを通じて

労働者の職業の安定と経済的社会的地位の向上とを図るとともに、
経済及び社会の発展並びに完全雇用の達成に資することを目的とす
る

職安法

職業安定法は、雇用対策法と相まって、
①　公共に奉仕する公共職業安定所その他の職業安定機関が関
係行政庁又は関係団体の協力を得て職業紹介事業等を行うこ
と

②　職業安定機関以外の者の行う職業紹介事業等が労働力の需
要供給の適正かつ円滑な調整に果たすべき役割にかんがみそ
の適正な運営を確保すること等

　　　　　　　　　　　　　　⇩により
各人にその有する能力に適合する職業に就く機会を与え、及び産
業に必要な労働力を充足
　　　　　　　　　　　　　⇩もって
職業の安定を図るとともに、経済及び社会の発展に寄与することを
目的とする

パート
法

短時間労働者雇用管理改善法は、
我が国における少子高齢化の進展、就業構造の変化等の社会経済
情勢の変化に伴い、短時間労働者の果たす役割の重要性が増大し
ていることにかんがみ、
　　　　　　　　　　　　⇩
短時間労働者について、その適正な労働条件の確保、雇用管理の
改善、通常の労働者への転換の推進、職業能力の開発及び向上等
に関する措置等を講ずることにより
　　　　　　　　　　　　⇩
通常の労働者との均衡のとれた待遇の確保等を図ることを通じて
短時間労働者がその有する能力を有効に発揮することができるよ
うにし、
　　　　　　　　　　　　⇩もって
その福祉の増進を図り、あわせて経済及び社会の発展に寄与する
ことを目的とする

1
共
通
項
目
（
適
用
等
）
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法　規 目的等

国保法

⑴　国民健康保険法は、
国民健康保険事業の健全な運営を確保し、もって社会保障及
び国民保健の向上に寄与すること

　を目的とする
⑵　国民健康保険は、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関し
て必要な保険給付を行うものとする

高医法

高齢者の医療の確保に関する法律は、
①　国民の高齢期における適切な医療の確保を図るため、医療費
の適正化を推進するための計画の作成及び保険者による健康診
査等の実施に関する措置を講ずる

＆
②　高齢者の医療について、国民の共同連帯の理念等に基づき、
前期高齢者に係る保険者間の費用負担の調整、後期高齢者に対
する適切な医療の給付等を行うために必要な制度を設ける

　　　⇩もって
国民保健の向上及び高齢者の福祉の増進を図ることを目的とする

船保法

船員保険法は、以下のこと等により、船員の生活の安定と福祉の向
上に寄与することを目的とする
①　船員又はその被扶養者の職務外の事由による疾病、負傷、死
亡又は出産に関して保険給付を行う

②　労働者災害補償保険による保険給付と併せて船員の職務上の
事由又は通勤による疾病、負傷、障害又は死亡に関して保険給
付を行う

6



法　規 目的等

介保法

介護保険法は、
加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状
態となり、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及
び療養上の管理その他の医療を要する者等について、これらの者
が尊厳を保持し、その有する能力に応じ自立した日常生活を営む
ことができるよう、必要な保健医療サービス及び福祉サービスに
係る給付を行うため、国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制
度を設け、その行う保険給付等に関して必要な事項を定め、もっ
て国民の保健医療の向上及び福祉の増進を図る
ことを目的とする

確定　
拠出法

確定拠出年金法は、
少子高齢化の進展、高齢期の生活の多様化等の社会経済情勢の変
化にかんがみ

⇩
個人又は事業主が拠出した資金を個人が自己の責任において運
用の指図を行い、高齢期においてその結果に基づいた給付を受け
ることができるようにするため
　　　　　　　　↓　　　　　　　　　　　　　↓
確定拠出年金について必要な事項を定め、国民の高齢期における
所得の確保に係る自主的な努力を支援する

　　⇩もって
公的年金の給付と相まって国民の生活の安定と福祉の向上に寄与す
ることを目的とする

確定　
給付法

確定給付企業年金法は、
少子高齢化の進展、産業構造の変化等の社会経済情勢の変化にか
んがみ
　　　　　　　　　　　　　　⇩
事業主が従業員と給付の内容を約し、高齢期において従業員がそ
の内容に基づいた給付を受けることができるようにするため
　　　　　　　　↓　　　　　　　　　　　　　↓
確定給付企業年金について必要な事項を定め、国民の高齢期にお
ける所得の確保に係る自主的な努力を支援する

　　　　　　　　　　　　　　⇩もって
公的年金の給付と相まって国民の生活の安定と福祉の向上に寄与す
ることを目的とする

1
共
通
項
目
（
適
用
等
）
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2適用事業等

適用事業・任意適用事業1

任意加入要件2

法規
加　　入
（手続）

脱　退
（手続）

労働者の希望がある
場合

労災法 厚生労働大臣の認可
（労働者の同意は不要）

過半数が希望
　⇒加入申請が必要

労働者の過半数の同意（注）
＋厚生労働大臣の認可

雇保法
労働者の2分の1以上
の同意
＋厚生労働大臣の認可

2分の1以上が希望
　⇒加入申請が必要

労働者の4分の3以上
の同意
＋厚生労働大臣の認可

健保法 被保険者となるべき者
の2分の1以上の同意
＋厚生労働大臣の認可

加入申請しなくてよ
い

被保険者の4分の3以
上の同意
＋厚生労働大臣の認可厚年法

（注）��この他、「労災保険関係成立後１年を経過」及び「特別保険料の徴収期
間を経過」の要件も必要である

法規 強制適用事業 （暫定）任意適用事業

労基法 事業（同居の親族の
みの事業を除く）

労災法 労働者を使用する
事業

個
人
経
営

農
業
使用労働者数
が常時５人未
満

かつ
特定危険有害
作業を行わな
い

事業主が特別加入していない

水
産
業

以下のいずれかの漁船に
よる事業（船員を使用し
て行う船舶所有者の事業
を除く）であること
①総トン数５トン未満
の漁船

②主として河川、湖沼又は
特定水面で操業する漁船

林
業
常時労働者を使用しない
かつ、年間使用延べ労働者数が300人未満

雇保法 労働者が雇用される
事業

個
人
経
営

農林水産業（船員
が雇用される水産
の事業を除く）

使用労働者数が常時５
人未満

健保法
・常時５人以上の従業
員を使用する適用
業種の個人事業所
・常時１人以上の従
業員を使用する国、
地方公共団体又は
法人の事業所

・船舶（厚年法のみ）

個
人
経
営

以下のいずれかの事業所
①常時５人未満の従業員を使用する事業
所（適用・非適用業種を問わない）

②非適用業種の事業所（常時５人以上でも
任意適用）

※非適用業種…�農林水産、理容美容、興行、
接客娯楽、法務、宗教

厚年法
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3適用除外

公務員等1

船員・事業主等2

法　規
一般職の国家公務員（特定独
立行政法人の職員（注）を除く）

特定独立行政法人
の職員（注）

地方公務員

労基法

適用除外
適用 一部適用

労災法 適用除外 現業部門の非常勤
職員のみ適用

雇保法

①　退職給与の内容が求職者給付及び就職促進給付の内容を超える
者は適用除外
②　①の適用除外は、都道府県職員については厚生労働大臣の承認、
市町村職員については厚生労働大臣の定める基準による都道府県
労働局長の承認が必要（国家公務員は承認不要）

健保法
適用（共済組合の給付水準が健保の給付水準以上である者には給付・
保険料徴収を行わない）

厚年法
適用除外（国又は地方公共団体に使用される者で共済組合の組合員
であるもの等には適用されない）

（注）特定独立行政法人の職員とは、独立行政法人国立印刷局、独立行政法
人造幣局等の職員をいう

法規 船員 個人事業主 法人の代表者

労基法 総則と罰則の一部適用 適用除外
（労働者とされない）

労災法 適用
適用除外

雇保法 適用（一部の者を除く）

健保法
適用除外（船保の疾病任
意継続被保険者には適用） 適用除外 適用

厚年法 適用

①　同居の親族（家族従事者）、家事使用人については、原則として労働者
と認められないため、労基法、労災法及び雇保法は適用されない
②　個人事業主、家族従事者、法人の代表者、船舶所有者については、所定
の要件を満たすことにより、労災保険に特別加入することができる

1
共
通
項
目
（
適
用
等
）
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高年齢労働者、短時間労働者及び派遣労働者3

臨時的労働者4

法　規 高年齢労働者 短時間労働者
（パートタイマー）

派遣労働者

雇保法

65歳注以上の者は、
一般被保険者となら
ない（高年齢継続被
保険者、短期雇用特
例被保険者又は日雇
労働被保険者にはな
る）

１週間の所定労働時
間が20時間以上で、
同一の事業主の適用
事業に継続して31日
以上雇用されること
が見込まれれば、被
保険者となる

１週間の所定労働時
間が20時間以上で、
同一の事業主の適用
事業に継続して31日
以上雇用されること
が見込まれれば、派
遣元の事業所の被保
険者となる

健保法

被保険者となる〔後
期高齢者医療の被保
険者等（75歳以上の
者等）を除く〕

１日又は１週間の所
定労働時間及び１月
の所定労働日数が通
常の労働者のおおむ
ね４分の３以上であ
って、常用的雇用関
係が認められれば、
被保険者となる

派遣元事業所の被保
険者となる
〔登録型の場合、最大
１月以内に次の就業
（１月以上のものに限
る）が確実に見込ま
れる場合には、被保
険者の資格を存続さ
せることが可能〕

厚年法

70歳以上の者は、原
則被保険者とならな
い（高齢任意加入被
保険者・第４種被保
険者にはなる）

注　船員として雇用される者については、生年月日に応じて「60歳～64歳」

法　規 日　雇 2月以内の
期間雇用

4箇月以内の
季節的雇用

6月以内の
臨時的事業雇用

雇保法

前２月の各月に18
日以上、又は継続
して31日以上雇用
された場合に被保
険者となる（注１）

規定なし

所定の期間を超
えた日から被保
険者（原則）と
なる（注１）

規定なし

健保法 1月を超えて引き
続き使用された
日から被保険者
となる（注２）

所定の期間を超え
て引き続き使用さ
れた日から被保険
者となる（注２）

被保険者とならない（業務の都
合等で継続して4月又は6月を超
えて使用されても被保険者とし
ない）（注３）厚年法

（注１）これらに該当しなくても日雇労働被保険者になることはある
（注２）これに該当しなくても、健保法では日雇特例被保険者になることがある
（注３）ただし、健保法では日雇特例被保険者となることがある
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4届　出

事業所に関する届出1

事　由 法規 届出書 提出期限 提出先

事業開始

雇用 適用事業所設置届
10日以内

所轄公共職業安定所長

徴収

保険関係成立届 所轄労働基準監督署長
所轄公共職業安定所長

概算保険料申告書
　継続（年度の６月１日から）
　　　（成立年度：成立日から）
　有期（成立日から）

40日以内
50日以内
20日以内

所轄都道府県労働局
歳入徴収官

健保
厚年

新規適用届
（新規適用船舶所有者届）

5日以内
（10日以内）

日本年金機構
健康保険組合

個々の
事業開始

徴収 一括有期事業開始届 翌月10日 所轄労働基準監督署長

事業廃止
等

雇用 適用事業所廃止届 10日以内 所轄公共職業安定所長

徴収

確定保険料申告書
　継続（次年度の6月1日から）
　　　（消滅年度：消滅日から）
　有期（消滅日から）

40日以内
50日以内
50日以内

所轄都道府県労働局
歳入徴収官

一括有期事業報告書
　次年度の6月1日から
　　消滅年度：消滅日から

40日以内
50日以内

所轄都道府県労働局
歳入徴収官

事業主・
事業所の
名称・住
所変更

雇用 事業主事業所各種変更届
10日以内

所轄公共職業安定所長

徴収
名称・所在地等変更届 所轄労働基準監督署長

所轄公共職業安定所長
継続被一括事業名称・
所在地変更届 遅滞なく 指定事業に係る

所轄都道府県労働局長

健保
厚年

適用事業所所在地・名
称変更（訂正）届
〔船舶所有者氏名（名
称）住所（所在地）変
更届〕

5日以内
（速やかに）

日本年金機構
健康保険組合

［参考］��法人の代表取締役の氏名・住所に変更があった場合、労�
働保険では届出は不要、社会保険では「事業所関係変更（訂
正）届」を提出

1
共
通
項
目
（
適
用
等
）
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被保険者に関する届出2

事　由 法規 届出書 提出期限 提出先

資格取得

雇用
被保険者資格取得届
（日雇労働被保険者）

翌月10日
（5日以内）

所轄公共職業安定所長
（管轄公共職業安定所長）

健保
厚年

被保険者資格取得届
（船員被保険者）

5日以内
（10日以内）

日本年金機構
健康保険組合

・任意継続被保険者（健保）の資格取得の申出は資格喪失日から
20日以内

・第4種被保険者の資格取得の申出は資格喪失日から6月以内

国年 被保険者資格取得届 14日以内 市町村長・日本年金機構

種別
変更

厚年 被保険者種別変更届 5日以内 日本年金機構

国年 被保険者種別変更届 14日以内 市町村長・日本年金機構

氏名
住所
変更

雇用 被保険者氏名変更届 速やかに 所轄公共職業安定所長

健保

・被保険者氏名変更届
・被保険者住所変更届
　（協会健保）

遅滞なく 日本年金機構
健康保険組合

任意継続被保険者の
氏名・住所変更届 5日以内 全国健康保険協会

健康保険組合

厚年

被保険者氏名・住所変
更届
（第4種・適用事業所使用
高齢任意加入被保険者）
（船員被保険者）

速やかに

（10日以内）

（速やかに）

日本年金機構

国年 被保険者氏名・住所変更届 14日以内 市町村長・日本年金機構

資格喪失

雇用 被保険者資格喪失届 10日以内 所轄公共職業安定所長

健保
厚年

被保険者資格喪失届
（船員被保険者）

5日以内
（10日以内）

日本年金機構
健康保険組合

国年 被保険者資格喪失届 14日以内 市町村長・日本年金機構

（注）国年の場合、第1号被保険者の届書は市町村長に、第3号被保険者の届
書は事業主、共済組合等又は健康保険組合を経由して日本年金機構に提
出する
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事　由 法規 届出書 提出期限 提出先

転勤
雇用

被保険者転勤届 10日以内 転勤後の所轄職安所長
被保険者
証滅失

被保険者証再交付申請
書 規定なし 任意の

公共職業安定所長
高齢任意
加入被保
険者に係
る同意

（撤回）

健保
厚年

事業主同意（同意撤回）
届

10日以内

日本年金機構

2以上の
事業所に
使用

所属選択届・2以上事
業所勤務届

日本年金機構
健康保険組合

被扶養者
の異動

被扶養者（異動）届

5日以内

日本年金機構
健康保険組合

賞与支払 賞与支払届（注）

服役
（出所）

第118条第1項（非）該
当届

定時決定
被保険者報酬月額算定
基礎届 7月10日まで

随時改定
被保険者報酬月額変更
届（注）

速やかに育児休業
等終了時
改定

育児休業等終了時報酬
月額変更届（注）

（注）船員被保険者は10日以内
［参考］雇用継続給付の申請期限

高年齢雇用継続基本給付金→支給対象月の初日から起算して4箇月以内
高年齢再就職給付金　　　→ �再就職後の支給対象月の初日から起算して4箇

月以内
育 児 休 業 給 付 金　　　→ �支給単位期間の初日から起算して4箇月経過日

の属する月の末日
介 護 休 業 給 付 金　　　→ �介護休業終了日の翌日から起算して2箇月経過

日の属する月の末日

1
共
通
項
目
（
適
用
等
）
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受給権者に関する届出3

届出書 法規 提出期限 提出先

定期
報告書

労災

1〜6月生れの者 → 毎年6月30日まで
7〜12月生れの者 → 毎年10月31日まで

所
轄
労
働
基
準
監
督
署
長

・正当な理由なく提出しないと保険給付の支払が「一
時差し止め」となる

・添付する診断書〔障害（補償）年金の受給権者は不要〕、
住民票の写し、戸籍抄本等は、上記の提出期限日（指
定日）前1月以内に作成されたものでなければならない

現況届
等

〈原則〉受給権者の確認は、住民基本台帳法による本人確認情報の提供による
〈例外〉以下の場合は現況届等が必要
①　住民基本台帳法による本人確認情報の提供が受けられ
ないとき

②　加算額対象者がある障害基礎年金、加給年金額の対象
者がある老齢・障害厚生年金の受給権者等（診断書添付）

日
本
年
金
機
構

厚年 毎年誕生月の末日（指定日）まで

国年
毎年誕生月の末日（指定日）まで。ただし、国年法30条の
4の規定による障害基礎年金の受給権者等は7月31日まで

・正当な理由なく現況届等を提出しないと（保険）給付の支
払が「一時差し止め」となる

・添付する診断書､ レントゲンフィルム等は､ 上記の指定日前
1月以内に作成されたものでなければならない

・指定日が裁定後1年以内に到来する年は提出不要
・上記②に係る現況届等は、年金が全額支給停止されている
場合には、提出不要

氏名・住所変更届、胎児出生届
遺族年金の失権届、年金受給権者死亡届
加算（加給年金額）対象者不該当届

厚年→10日以内

国年→14日以内

①　国年法・厚年法の住所変更届は、住民基本台帳法による本人確認情報の
取得ができるとき、年金受給権者死亡届は、死亡日から7日以内に市町村に
対して戸籍法の規定による死亡の届出をしたときには、それぞれ提出不要
②　上記以外の国年法・厚年法のほとんどの届出（加算開始事由該当届、障
害状態（不）該当届、支給停止事由該当（消滅）届等）は「速やかに」提出
③　加算額（加給年金額）の対象者が18歳の年度末、20歳、65歳に達しても
加算額（加給年金額）対象者不該当の届を提出する必要はない
④　労基法による障害補償の該当届は、国年「速やかに」、厚年「10日以内」
に提出
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5賃　金

賃金・報酬の共通点と相違点

⑴共通点

1

賃金（報酬）とされるもの 賃金（報酬）とされないもの

基本給
時間外・深夜
休日手当
家族手当
役職手当
住宅手当

休業手当（法定超過額を含む）
通勤手当（通勤定期券を含む）
税金の補助
社会保険料の補助（注）
奉仕料分配金
スト妥結一時金

休業補償（法定超過額を含む）
出張旅費・宿泊費
財形貯蓄・生命保険料の補助
チップ�（原則）
解雇予告手当
傷病手当金・出産手当金

（注）��健保組合が規約により事業主の負担割合を増加させてもその増加分は
報酬とされない

⑵相違点
項　目 労基法 徴収法 健保法・厚年法

臨時又は３月を超える
期間ごとに受ける賃金 賃金とする 賃金総額に算

入する 報酬としない（注1）

現
物
給
与

食事の供与 賃金としない
（原則）

賃金総額に算入
しない（原則）

厚生労働大臣がその地
方の時価により定める
額、又は健保組合が規
約で定める額が報酬と
なる

住宅の貸与 賃金としない（注2） 賃金総額に算入しない（注2）

制服
作業衣の供与

賃金としない
（原則）

賃金総額に算入
しない（原則） 報酬としない（原則）

祝
金
等

退職手当（原則）（注3）

定めがあると
賃金となる

（定めがあっ
ても）賃金総
額に算入しな
い

報酬としない

結婚祝金
死亡弔慰金
災害見舞金

（恩恵的なものは）報
酬としない

私傷病（病気）見
舞金

定めがあると賃金
総額に算入する

（恩恵的なものは）報
酬としない（注4）

（注1）「３月を超える期間ごとに受けるもの」は、健保・厚年では「賞与」と定義
（注2）�均衡給与相当額は賃金となり、又は賃金総額に算入する
（注3）��退職手当相当額の全部又は一部を在職中に給与等に上乗せして前払で支払う場合は、原

則として賃金・報酬・賞与となり、又は賃金総額に算入する
（注4）��労働協約等により、労務不能となったときに報酬と傷病手当金との差額を見舞金とし

て支給する場合は、報酬となる

1
共
通
項
目
（
適
用
等
）
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平均賃金・給付基礎日額・賃金日額・基本手当日額2

項　目 算出方法

労基法
平均
賃金

（原則）

　　　算定事由発生日以前
　　　3箇月間の賃金総額−A期間中の賃金−B賃金
　　　　上記3箇月間の総暦日数−A期間の日数
A期間
　①　業務上傷病による療養のための休業期間
　②　産前産後の休業期間
　③　使用者の責めに帰すべき事由による休業期間
　④　育児・介護休業期間
　⑤　試みの使用期間
　⑥　正当な争議行為による休業期間
　⑦　組合専従中の期間
B賃金
　①　臨時に支払われた賃金
　②　3箇月を超える期間ごとに支払われる賃金
　③�　通貨以外のもので支払われた賃金で一定範囲に属し
ないもの

労災法
給付
基礎
日額

⑴　原則として平均賃金と同様であるが、以下の例外があ
る
①　以下の場合は、政府が算定する額を給付基礎日額と
する（所轄労働基準監督署長が算定する）

　ａ．じん肺患者、振動障害患者の特例
　ｂ．私傷病休業者、看護休業者の特例
　ｃ．船員の特例
②　最低保障3,930円
③　端数処理→1円未満切上げ（平均賃金は銭位未満切捨
て）

⑵　特別加入者の場合は本人の希望に基づいて、都道府県
労働局長が決定する｛3,500円（家内労働者等2,000円）
〜25,000円｝
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項　目 算出方法

雇保法

賃金
日額

（原則）

⑴　最後の6箇月間の賃金総額−A賃金
　　　　　　　　　180
�A賃金
　①　臨時に支払われる賃金
　②　3箇月を超える期間ごとに支払われる賃金
⑵　算定困難であるとき又は算定した賃金日額が適当でな
いときは、厚生労働大臣が定めるところにより算定した
額を賃金日額とする

⑶　2,310円を最低保障する
⑷　次の額を最高限度とする
　①　60歳以上65歳未満→14,940円
　②　45歳以上60歳未満→15,660円
　③　30歳以上45歳未満（育児・介護休業者）→14,230円
　④　30歳未満（65歳以上）→12,810円
⑸　（内職収入1日分−1,289円）と基本手当日額との合計
額が、賃金日額の80％を超えるときは、その超過額が減
額される（超過額が基本手当日額以上であるときは不支
給）

基本
手当の
日額

賃金日額に50%（離職日において60歳以上65歳未満の受給
資格者は45%）から80%の給付率を乗じて得た額

労基法
労災法
雇保法

日給者
等の最
低保障

（平均賃金）　　　3箇月間の日給等の総額
（給付基礎日額）　　3箇月間の労働日数　

×60％

　　　　　　　　

（賃金日額）　　　6箇月間の日給等の総額
　　　　　　　　　6箇月間の労働日数　

×70％

1
共
通
項
目
（
適
用
等
）
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標準報酬月額

⑴標準報酬月額の決定・改定

3

資格取得
時決定

対象者 被保険者の資格を取得した者

決定方法

①　月給、週給等の場合は、被保険者資格取得日現在
の報酬の額をその期間の総日数で除して得た額の30
倍に相当する額を報酬月額として、標準報酬月額を
決定

②　日給、時間給、出来高給等の場合は、被保険者の
資格を取得した月前1月間に当該事業所で、同様の業
務に従事し、かつ、同様の報酬を受ける者が受けた
報酬の平均額を報酬月額として、標準報酬月額を決
定

③　①②によって算定することが困難である場合は、
被保険者の資格を取得した月前1月間にその地方で同
様の業務に従事し、かつ、同様の報酬を受ける者が
受けた報酬の額を報酬月額として、標準報酬月額を
決定

有効期間
1月1日〜5月31日に資格取得�→�当年の8月まで
6月1日〜12月31日に資格取得�→�翌年の8月まで

定時決定

対象者

毎年7月1日現在において被保険者であるもの

（除外者）
・6月1日〜7月1日に被保険者の資格を取得した者
・随時改定、育児休業等終了時改定、産前産後休業終了時改定によ
り7月～9月に標準報酬月額が改定され、又は改定される予定の者

対象月
4月・5月・6月の3月間（報酬支払基礎日数が17日未
満の月は除く）

決定方法
3月間（原則）の報酬の平均額を報酬月額として、標準
報酬月額を決定

改定月 9月

有効期間
当年の9月から翌年の8月まで
※有効期間内に随時改定、育児休業等終了時改定又は産前産後休業終
了時改定が行われる場合は、改定月の前月までが有効期間となる
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随時改定

要件

①　固定的賃金の変動があったこと（×残業等による
変動）

②　3月間の報酬の平均額による標準報酬月額が、従前
の報酬月額による標準報酬月額と比べて、2等級以上
の差を生じたこと

③　3月間のいずれの月も報酬支払基礎日数が17日以
上あること

対象期間 変動月以降の継続した3月間

改定方法
3月間の報酬の平均額を報酬月額として、標準報酬月額
を改定

改定月 著しく高低を生じた月の翌月（変動月から4月目）

有効期間

1月〜6月改定�→�当年の8月まで
7月〜12月改定�→�翌年の8月まで
※有効期間内に随時改定、育児休業等終了時改定又は産
前産後休業終了時改定が行われる場合は、当該改定月
の前月までが有効期間となる

育児休業
等終了時
改定

対象者

育児休業等を終了した被保険者で、その育児休業等に
係る３歳未満の子を養育するもの
（除外者）
育児休業等終了日の翌日に産前産後休業を開始して
いる被保険者

手続
被保険者が事業主を経由して保険者等（厚年法の場合
は、厚生労働大臣）に申出をする

対象期間
育児休業等終了日の翌日が属する月以後3月間（報酬支
払基礎日数が17日未満の月は除く）

改定方法
3月間（原則）の報酬の平均額を報酬月額として、標準
報酬月額を改定

改定月
育児休業等終了日の翌日から起算して2月を経過した日
の属する月の翌月

有効期間

1月〜6月改定�→�当年の8月まで
7月〜12月改定�→�翌年の8月まで
※有効期間内に随時改定、育児休業等終了時改定又は産
前産後休業終了時改定が行われる場合は、当該改定月
の前月までが有効期間となる

1
共
通
項
目
（
適
用
等
）
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産前産後
休業終了
時改定

対象者

産前産後休業（注）を終了した被保険者で、その産前産後
休業に係る子を養育するもの

（除外者）
　産前産後休業終了日の翌日に育児休業等を開始して
いる被保険者

手続
被保険者が事業主を経由して保険者等（厚年法の場合
は、厚生労働大臣）に申出をする

対象期間
産前産後休業終了日の翌日が属する月以後３月間（報
酬支払基礎日数が17日未満の月は除く）

改定方法
３月間（原則）の報酬の平均額を報酬月額として、標
準報酬月額を改定

改定月
産前産後休業終了日の翌日から起算して２月を経過し
た日の属する月の翌月

有効期間

１月〜６月改定�→�当年の８月まで
７月〜12月改定�→�翌年の８月まで
※有効期間内に随時改定、育児休業等終了時改定、産
前産後休業終了時改定が行われる場合は、当該改定
月の前月までが有効期間となる

（注）産前産後休業
…出産日（出産日が出産予定日後であるときは、出産予定日）
以前42日（多胎妊娠の場合は、98日）から出産日後56日間
において、妊娠又は出産に関する事由を理由として労務に服
さないこと

留意点

①　算定が困難又は算定した額が著しく不当であるときは、保険
者等（厚年法の場合は、厚生労働大臣）が算定する

②　同時に２以上の適用事業所に勤務する者の場合は、それぞれ
の事業所から受ける報酬について、それぞれ報酬月額に相当す
る額として算定した額の合算額を報酬月額とする

③　船舶と船舶以外の事業所に使用される場合は、船舶に係る報
酬のみで算定した額を報酬月額とする（厚年法）
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